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公益通報者保護制度：
その意義および

ガバナンスとの関係
東京三会公益通報者保護協議会シンポジウム

2020年2月7日
東京大学社会科学研究所教授

田中 亘
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題目
１．公益通報者保護法の概要とその存在意義
２．法改正の議論
３．公益通報者保護とガバナンスの関係：特に内部通報制度につ
いて
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公益通報者保護法の概要
●公益通報：労働者が、不正の目的でなく、労務提供先についての通報対象事実を、一定
の通報先に通報すること（法2条1項）
※通報対象事実：一定の法令に規定する犯罪行為の事実（法2条3項、限定列挙）

↓
●公益通報が一定の保護要件を満たす場合､解雇その他の不利益取扱いを禁止（法3 5条）
※保護要件：内部通報（1号通報）・行政機関への通報（2号通報）・行政機関以外への外
部通報（3号通報）それぞれにつき異なる要件（法3条）
※他の法律による保護（労働契約法の解雇規制等）を否定するものではない（法6条）
●保護要件を満たす2号通報がされた場合、行政機関に調査の義務が生じる（法10条1項）

2020/2/7 3

公益通報者保護法の存在意義
• 法令違反は内部者の通報により発覚する場合が多い
• 法令違反が公になることは、通常、公益（社会全体の利益）にかなう
• 半面、事業者には不利益が生じる場合が多い

※名声･評判の考慮等から､ ､法令違反を隠すよりも公にするほうが
事業者の利益になる場合もある。しかし、常にそうであるとまではいえない

※
てはそうでない場合もある
⇒事業者（or その経営陣）が通報者に対し不利益取扱いをするおそれがある
• 法が正当な通報を行った通報者を保護することにより、正当な通報が促され、ひ

いては事業者による法令遵守を促進することにつながる

2020/2/7 4
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公益通報者保護法の改正論議
2015.3 消費者基本計画（平成27年３月24日閣議決定）

公益通報者保護制度の「見直しを含む必要な措置の検討」
2015.6 公益通報者保護制度の実効性の向上に関する検討会

16.3 第1次報告書

16.12  最終報告書（以下「検討会最終報告書」）
2018.1    内閣総理大臣⇒消費者委員会に対する諮問

公益通報者保護専門調査会の再開
2018.12  公益通報者保護専門調査会報告書（以下「専門調査会報告書」）
2020.1 問題調査会 公益通報者保護制度に関するＰＴ

法改正案の論点整理
※通常国会に提出の方針との報道（日経2020.1.17朝刊4面等）

2020/2/7 5

公益通報者保護法の改正論議：背景
• 平成18年４月に公益通報者保護法（以下「法」という。）が施行されてから10

年余が経過したが、この間、大企業等を中心に内部通報制度の整備が進み、コン
プライアンス経営・消費者志向経営への取組が強化されるなど、一定の成果を挙
げてきた。他方、中小企業等における整備状況や労働者等における法の認知度は
いまだ不十分であるほか、近年においても、企業の内部通報制度が十分に機能せ
ず
た行政機関において不適切な対応が行われた事例が発生するなど、公益通報者保
護制度の実効性の向上を図ることが重要な課題となっている。

• また、法の枠組みについても、法の適用範囲が狭く、保護の対象となるための要

めの効果が不十分なのではないか、といった指摘がなされており、これらの課題
への制度的な手当てを講じることも求められている。

• （検討会最終報告書1頁）

2020/2/7 6
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公益通報者保護法の改正論議：背景
• 消費者庁「平成28年度労働者における公益通報者保護制度に関

する意識等に関するインターネット調査」
• 勤務先の不正を知った場合に通報・相談しないと回答した労働

者の割合は、約半数（48%）である
• 通報･相談しない理由として、「通報しても改善される見込み

がない」（27.8%）、「不利益取扱いを受けるおそれがある」
（24.8%）、「保護される通報か自信がない」（23.2%）、
「嫌がらせを受けるおそれがある」（21.8%）

• （専門調査会報告書10頁）

2020/2/7 7

主な改正検討事項：専門調査会報告書において改正支持が多数
意見と解される事項（反対意見が記されているものを含む）
論点 専門調査会報告の多数意見

保護する通報者の範囲 退職者･役員等（取締役･監査役ら）も含める

通報対象事実の範囲 ①行政罰･行政処分の対象行為を含める、②限定列挙方式
をやめネガティブ・リスト方式にする

外部通報の保護要件 ①2号通報について真実相当性要件を緩和する、②3号通報
について特定事由（真実相当性に加えて保護されるための
事由）を追加する（事業者の内部通報整備義務の未履行
等）

内部通報体制の整備 従業者300
備を義務づけ（従業者300人以下の事業者は努力義務）

2020/2/7 8
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主な改正検討事項：専門調査会報告書において改正支持
が多数意見であるとされる事項（反対意見が記されてい
るものを含む）
論点 専門調査会報告の多数意見
担当者の守秘義務 専門調査会では賛成意見が多数とされるも「必要に応じて検

討」⇒ PTの取りまとめでは罰則付きの守秘義務を創設
（日経2020/2/4朝刊4面）

行政通報の一元的窓口の
設置

消費者庁に行政通報の一元的窓口を設置

不利益取扱いをした事業
者に対する行政措置、刑
事罰

行政措置の導入（指導、助言のほか、勧告を行い､勧告に従わな
い事業者は公表できるものとする）

不利益取扱いが通報によ
ることの立証責任の緩和

解雇については立証責任を緩和する
（賛否両論がある）

通報行為に伴う損害賠償
責任

保護要件を満たす通報者は通報を理由に損害賠償責任を負わな
い旨の明文規定を設ける

2020/2/7 9

公益通報者保護法改正の議論
保護要件について
• 現行法は、通報先によって保護要件を変えている（法3条）
• １号通報：通報対象事実が生じ又はまさに生じようとしている

※と「思料」していること
• ２号通報：上記※があると信じるに足りる相当な理由（真実相

当性）
• 3号通報：真実相当性＋追加的な保護要件（特定事由）

2020/2/7 10
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公益通報者保護法改正の議論
保護要件について
• 外部通報の保護要件を緩和すべきか？
• 積極論：

不利益取扱いの恐れから通報者が内部通報をためらうことが少なくない（専門調査会報
告書10頁のアンケート調査参照）

⇒外部通報の保護要件が厳格だと通報自体が行われなくなるおそれ
事業者に内部通報体制を整備する動機を与えるためにも、外部通報の選択肢を用意して

おくべき
• 消極論：
• 外部通報は、虚偽/ 誇張された通報がされたときに事業者に生じる損害が大きくなる

←2号通報（行政機関への通報）の場合、保護要件の緩和はより支持しやすい？

2020/2/7 11

公益通報者保護制度とガバナンスの関係
内部通報体制
• 専門調査会報告書では、
従業者300 業者
＋行政機関
に内部通報体制の整備を義務づけ

（従業者300人以下の事業者は努力義務）
＋

• 内部通報制度認証の制度
• 自己宣言登録制度：公益社団法人商事法務研究会が登録指定機関

となり2020年1月に開始
• 第三者認証制度の導入も予定
2020/2/7 12
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公益通報者保護制度とガバナンスの関係
内部通報体制の会社法上の位置づけ
• 取締役（指名委員会等設置会社の場合は執行役も。以下同じ）

には法令遵守義務がある（会社法355条）
• 取締役の善管注意義務･忠実義務の内容として、内部統制シス

テム（リスク管理体制）の整備義務が認められる（大阪地判平
成12・9・20判時1721号3頁[大和銀行事件]、最判平成21・7・
9判時2055号147頁[日本システム技術事件]）

• 会社法は､大会社と委員会型の株式会社に対し､内部統制システ
ムの整備の決定を義務づけ（会社法348条3項4号・4項、362条
4項6号・5項、399条の13第1項1号ロハ、416条1項1号ロホ）

2020/2/7 13

公益通報者保護制度とガバナンスの関係
内部通報体制の会社法上の位置づけ
• 内部通報体制は､会社業務が法令等に適合するように行われる

ことを確保する体制の一つであり、内部統制システムの一内容
と解される（会社法362条4項6号･同施行規則100条4号）

• 現行法のもとでも、取締役は善管注意義務の一内容として内部
通報体制の整備が求められる可能性はある（特に大規模な会
社）。ただし、善管注意義務の解釈には不確実性が残る

• ⇒公益通報者保護法の改正により、従業者300人超の事業者に
内部通報体制の整備が義務づけられた場合、対象となる株式会
社では、取締役に内部通報体制の整備義務があることが明確に
なる

2020/2/7 14
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公益通報者保護制度とガバナンスの関係
企業グループにおける内部通報体制
• 平成26年会社法改正審議では、親会社取締役の子会社に対する監視･監督義務を規定する

ことが検討されたが､実現せず
• しかし、親会社取締役の親会社に対する善管注意義務の内容として、相当な範囲で子会

社業務を監視･監督する義務を負うと解する見解が有力
（舩津浩司『「グループ経営」の義務と責任』（商事法務、2010）155頁・230頁、岩原紳
作「銀行持株会社による子会社管理に関する銀行法と会社法の交錯」松嶋英機＝伊藤眞＝

2011、商事法務）440-
441頁、神作裕之「親子会社とグループ経営」江頭憲治郎編『株式会社法体系』（有斐閣、
2013）101頁、齊藤真紀「企業集団内部統制」神田秀樹編『論点詳解平成26年改正会社
法』（商事法務、2015）133頁等）
• もっとも、監視･監督の具体的な内容については、親会社取締役に広範な裁量が認められ

る

2020/2/7 15

公益通報者保護制度とガバナンスの関係
企業グループにおける内部通報体制
• 会社法では、内部統制システムは「株式会社並びに当該株式会

社及びその子会社から成る企業集団の業務の適性を確保するた
め」の体制と定義されている。親会社取締役は子会社について
一定の監視･監督義務を負うことが前提になっていると解する
ことが可能

• 経産省のグループ･ガバナンス･システムに関する実務指針（グ
ループガイドライン、2019年6月28日）69頁

「親会社の取締役会は、グループ全体の内部統制システムの構築
に関する基本方針を決定し、子会社を含めたその構築・運用状況
を監視・監督する責務を負う。」

2020/2/7 16
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公益通報者保護制度とガバナンスの関係
企業グループにおける内部通報体制

• 親会社取締役（会）は、自ら子会社の内部統制システムを決定する権
限があるわけではなく、その義務もない

• ⇒グループガイドラインにあるように、グループ内部統制システムの
基本方針を定め、その方針どおりに子会社で内部統制システムが構築･
運用されているかについて監視･監督するのが､親会社取締役会の責務

• もっとも、グループ内部統制システムとしてどのようなものを整備す
るかについては､取締役に広い裁量の余地がある。

⇒その裁量に基づく判断として、親会社の関与の度合いの強い内部統制
システムを構築することも可能である。そのような内部統制システムの
一内容として、グループにおける内部通報を親会社が受け付け、対応す
る仕組みを設けることも可能

2020/2/7 17

公益通報者保護制度とガバナンスの関係
企業グループにおける内部通報体制
• グループガイドライン78頁
• 「不祥事が発生した場合の社会的損害やグループとしてのレピュテーションダメージを

最小化するためには、早期発見・早期対応が基本である。そのための仕組みとして、不
祥事の端緒を把握するための実効的な内部通報制度の整備が重要であり、グループ本社
が主導してグループ全体として取り組むことが検討されるべきである。その際、子会社
における不祥事についても、グループ本社の内部通報窓口（担当部門）や監査役等で直
接受け付ける体制とすることも有効である。」

• ←親会社（グループ本社）に統一的な窓口を設けることが義務であるという趣旨ではな
く、親会社の取締役の裁量判断としてそのような仕組みを作ることもできる、という趣
旨と解される。
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グループ相談窓口を設けていた親会社の責任が争われた
事例
最判平成30・2・15判時2383号15頁（イビデン事件）

親会社Y
本件相談窓口

本件申出

子会社A 子会社B
X（契約社員） C
Z（同僚） ストーカー行為

• XとCは、ともにY事業場内にある工
場･事務所で勤務している間に交際を
始める。その後、CはXにストーカー
行為を働く

• Xの同僚Z が、Y社のグループ相談窓
口（本件相談窓口）にCの行為につい
て申出

• Y社は、A社・B社に依頼しCその他の
関係者に聞き取り調査を行わせる

• ⇒申出事実は存在しなかったとの報告
を受け、その旨Zに回答。Zが求めて
いたXへの事実確認は行わなかった

2020/2/7 19

グループ相談窓口を設けていた親会社の責任が争われた事例
最判平成30・2・15判時2383号15頁（イビデン事件）

• 原審は、Y社のXに対する損害賠償責任を肯定
• 本件の事情の下では「使用者が就業環境に関して労働者からの

相談に応じて適切に対応すべき義務（「本件付随義務」）」を
Y社も負っており､Y社はそれを怠ったと認める

• ⇒本判決：破棄、Y社の責任を否定

2020/2/7 20
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グループ相談窓口を設けていた親会社の責任が争われた
事例
最判平成30・2・15判時2383号15頁（イビデン事件）
• 判旨
• （１）XはY社と雇用関係になく、Y社に労務を提供していた事実もないため「Yは、･･･

本件付随義務を履行する義務を負うものということはでき」ない、
• （２）本件相談窓口を設けた趣旨が「本件グループ会社から成る企業集団の業務の適正

の確保等を目的として，本件相談窓口における相談への対応を通じて，本件グループ会
社の業務に関して生じる可能性がある法令等に違反する行為（以下「法令等違反行為」
という。）を予防し，又は現に生じた法令等違反行為に対処することにある」ことから
すると、

• 「法令等違反行為によって被害を受けた従業員等が，本件相談窓口に対しその旨の相談
の申出をすれば，上告人は，相応の対応をするよう努めることが想定されていたものと
いえ，上記申出の具体的状況いかんによっては，当該申出をした者に対し，当該申出を
受け，体制として整備された仕組みの内容，当該申出に係る相談の内容等に応じて適切
に対応すべき信義則上の義務を負う場合があると解される」

2020/2/7 21

グループ相談窓口を設けていた親会社の責任が争われた
事例
最判平成30・2・15判時2383号15頁（イビデン事件）
• （３）次の事情の下では、Y社に信義則上の義務の違反はない
• ①本件法令遵守体制の仕組みの具体的内容が，Y社において本

件相談窓口に対する相談の申出をした者の求める対応をすべき
とするものであったとはうかがわれない

• ②本件申出は、Xが退職した後に本件グループ会社の事業場外
で行われた行為に関するもので、Cの職務執行に直接関係する
ものではない

• ③本件申出の当時、Xは、既にCと同じ職場では就労しておらず，
申出の対象になったCのストーカー行為が行われてから８箇月
以上経過していた

2020/2/7 22
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グループ相談窓口を設けていた親会社の責任が争われた事例
最判平成30・2・15判時2383号15頁（イビデン事件）

• 本判決についての私見
• 判旨の（３）①について⇒通報に対して親会社がどう対応すべきかは、親会社が

どういう内容の体制を作ったか次第である、といっているように読まれる可能性
がある

• しかし、グループ内部通報体制は、親会社取締役の子会社に対する監視･監督義
務を基礎にするものであり、その体制の内容（通報を受けた場合にどういう対応
をとるべきかも含む）は、取締役の善管注意義務にかなうものでなければならな
い。体制の内容については親会社取締役の裁量が認められるべきではあるが､
まったく任意に決められると解すべきではない

• 本件では、子会社に調査させ報告を受けたことにより親会社には義務違反はない
とされたが、これは、判旨（３）②③のような事情が考慮されたためと考えられ
る。子会社自身による重大な法令違反行為が疑われるといった事案では、この程
度の対応では足りないと判断されることもあると解すべき

2020/2/7 23
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平成十六年法律第百二十二号

公益通報者保護法

（目的）

第一条　この法律は、公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業者及び行政機関がとるべき措置を

定めることにより、公益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図り、

もって国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資することを目的とする。

（定義）

第二条　この法律において「公益通報」とは、労働者（労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第九条に規定する労働者をいう。以下同

じ。）が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、その労務提供先（次のいずれかに掲げる事業者（法

人その他の団体及び事業を行う個人をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。）又は当該労務提供先の事業に従事する場合におけるその役

員、従業員、代理人その他の者について通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、当該労務提供先若しくは当該労務提供先

があらかじめ定めた者（以下「労務提供先等」という。）、当該通報対象事実について処分（命令、取消しその他公権力の行使に当たる行為

をいう。以下同じ。）若しくは勧告等（勧告その他処分に当たらない行為をいう。以下同じ。）をする権限を有する行政機関又はその者に対

し当該通報対象事実を通報することがその発生若しくはこれによる被害の拡大を防止するために必要であると認められる者（当該通報対象事

実により被害を受け又は受けるおそれがある者を含み、当該労務提供先の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある者を除く。次

条第三号において同じ。）に通報することをいう。

一　当該労働者を自ら使用する事業者（次号に掲げる事業者を除く。）

二　当該労働者が派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。第四

条において「労働者派遣法」という。）第二条第二号に規定する派遣労働者をいう。以下同じ。）である場合において、当該派遣労働者に

係る労働者派遣（同条第一号に規定する労働者派遣をいう。第五条第二項において同じ。）の役務の提供を受ける事業者

三　前二号に掲げる事業者が他の事業者との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う場合において、当該労働者が当該事業に従事すると

きにおける当該他の事業者

２　この法律において「公益通報者」とは、公益通報をした労働者をいう。

３　この法律において「通報対象事実」とは、次のいずれかの事実をいう。

一　個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護

にかかわる法律として別表に掲げるもの（これらの法律に基づく命令を含む。次号において同じ。）に規定する罪の犯罪行為の事実

二　別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反することが前号に掲げる事実となる場合における当該処分の理由とされている事実（当該処

分の理由とされている事実が同表に掲げる法律の規定に基づく他の処分に違反し、又は勧告等に従わない事実である場合における当該他の

処分又は勧告等の理由とされている事実を含む。）

４　この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。

一　内閣府、宮内庁、内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項若しくは第二項に規定する機関、国家行政組織法（昭和

二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関、法律の規定に基づき内閣の所轄の下に置かれる機関若しくはこれらに置かれる機

関又はこれらの機関の職員であって法律上独立に権限を行使することを認められた職員

二　地方公共団体の機関（議会を除く。）

（解雇の無効）

第三条　公益通報者が次の各号に掲げる場合においてそれぞれ当該各号に定める公益通報をしたことを理由として前条第一項第一号に掲げる事

業者が行った解雇は、無効とする。

一　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する場合 当該労務提供先等に対する公益通報

二　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由がある場合 当該通報対象事実について処分又は勧告

等をする権限を有する行政機関に対する公益通報

三　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 その者

に対し当該通報対象事実を通報することがその発生又はこれによる被害の拡大を防止するために必要であると認められる者に対する公益通

報

イ　前二号に定める公益通報をすれば解雇その他不利益な取扱いを受けると信ずるに足りる相当の理由がある場合

ロ　第一号に定める公益通報をすれば当該通報対象事実に係る証拠が隠滅され、偽造され、又は変造されるおそれがあると信ずるに足りる

相当の理由がある場合

ハ　労務提供先から前二号に定める公益通報をしないことを正当な理由がなくて要求された場合

ニ　書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。第九条において同

じ。）により第一号に定める公益通報をした日から二十日を経過しても、当該通報対象事実について、当該労務提供先等から調査を行う

旨の通知がない場合又は当該労務提供先等が正当な理由がなくて調査を行わない場合

ホ　個人の生命又は身体に危害が発生し、又は発生する急迫した危険があると信ずるに足りる相当の理由がある場合

（労働者派遣契約の解除の無効）

第四条　第二条第一項第二号に掲げる事業者の指揮命令の下に労働する派遣労働者である公益通報者が前条各号に定める公益通報をしたことを

理由として同項第二号に掲げる事業者が行った労働者派遣契約（労働者派遣法第二十六条第一項に規定する労働者派遣契約をいう。）の解除

は、無効とする。

（不利益取扱いの禁止）

第五条　第三条に規定するもののほか、第二条第一項第一号に掲げる事業者は、その使用し、又は使用していた公益通報者が第三条各号に定め

る公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、降格、減給その他不利益な取扱いをしてはならない。

２　前条に規定するもののほか、第二条第一項第二号に掲げる事業者は、その指揮命令の下に労働する派遣労働者である公益通報者が第三条各

号に定める公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、当該公益通報者に係る労働者派遣をする事業者に派遣労働者の交代

を求めることその他不利益な取扱いをしてはならない。

（解釈規定）

第六条　前三条の規定は、通報対象事実に係る通報をしたことを理由として労働者又は派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをするこ

とを禁止する他の法令（法律及び法律に基づく命令をいう。第十条第一項において同じ。）の規定の適用を妨げるものではない。

２　第三条の規定は、労働契約法（平成十九年法律第百二十八号）第十六条の規定の適用を妨げるものではない。

３　前条第一項の規定は、労働契約法第十四条及び第十五条の規定の適用を妨げるものではない。

（一般職の国家公務員等に対する取扱い）
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第七条　第三条各号に定める公益通報をしたことを理由とする一般職の国家公務員、裁判所職員臨時措置法（昭和二十六年法律第二百九十九

号）の適用を受ける裁判所職員、国会職員法（昭和二十二年法律第八十五号）の適用を受ける国会職員、自衛隊法（昭和二十九年法律第百六

十五号）第二条第五項に規定する隊員及び一般職の地方公務員（以下この条において「一般職の国家公務員等」という。）に対する免職その

他不利益な取扱いの禁止については、第三条から第五条までの規定にかかわらず、国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号。裁判所職員

臨時措置法において準用する場合を含む。）、国会職員法、自衛隊法及び地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）の定めるところ

による。この場合において、一般職の国家公務員等の任命権者その他の第二条第一項第一号に掲げる事業者は、第三条各号に定める公益通報

をしたことを理由として一般職の国家公務員等に対して免職その他不利益な取扱いがされることのないよう、これらの法律の規定を適用しな

ければならない。

（他人の正当な利益等の尊重）

第八条　第三条各号に定める公益通報をする労働者は、他人の正当な利益又は公共の利益を害することのないよう努めなければならない。

（是正措置等の通知）

第九条　書面により公益通報者から第三条第一号に定める公益通報をされた事業者は、当該公益通報に係る通報対象事実の中止その他是正のた

めに必要と認める措置をとったときはその旨を、当該公益通報に係る通報対象事実がないときはその旨を、当該公益通報者に対し、遅滞な

く、通知するよう努めなければならない。

（行政機関がとるべき措置）

第十条　公益通報者から第三条第二号に定める公益通報をされた行政機関は、必要な調査を行い、当該公益通報に係る通報対象事実があると認

めるときは、法令に基づく措置その他適当な措置をとらなければならない。

２　前項の公益通報が第二条第三項第一号に掲げる犯罪行為の事実を内容とする場合における当該犯罪の捜査及び公訴については、前項の規定

にかかわらず、刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の定めるところによる。

（教示）

第十一条　前条第一項の公益通報が誤って当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有しない行政機関に対してさ

れたときは、当該行政機関は、当該公益通報者に対し、当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機

関を教示しなければならない。

附　則

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行し、この法律の施行後にされた公益通報に

ついて適用する。

（検討）

第二条　政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。

附　則　（平成一八年六月一四日法律第六六号）　抄

この法律は、平成十八年証券取引法改正法の施行の日から施行する。

附　則　（平成一九年一二月五日法律第一二八号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成二四年四月六日法律第二七号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成二五年六月二八日法律第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

附　則　（平成二九年六月二三日法律第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第七条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

別表（第二条関係）

一　刑法（明治四十年法律第四十五号）

二　食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）

三　金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）

四　日本農林規格等に関する法律（昭和二十五年法律第百七十五号）

五　大気汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七号）

六　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）

七　個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）

八　前各号に掲げるもののほか、個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、身

体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として政令で定めるもの
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